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はじめに 

 「抑止（deterrence）」の概念は、伝統的には核抑止の文脈で議論されて

きた。抑止の定義として「特定行為の費用やリスクが得られる利益より

も大きいと対立相手を説得すること1」を採用するなら、抑止の起源は人

類社会の誕生まで遡る。しかし国際関係で抑止概念が注目されたのは第

二次大戦以後であった。「絶対兵器2」と称された核兵器の登場により、

勝者不在の核戦争の回避にはその発生の抑止しかないと考えられたため

である。このため抑止概念は核戦略の発展と密接に関連するものとなっ

た。冷戦期間中、通常戦力による抑止が軽視された訳ではないが、抑止

概念の中核はやはり核抑止にあったと言ってよい。 

 冷戦終結後の抑止は、超大国間の緊張が薄れ、代わりにならず者国家

やテロリスト等の抑止困難な主体への注目で転機を迎えた。そこで強調

されたのは主体や状況に応じて抑止の態様を柔軟選択する「テーラーメ

イド型抑止（tailored deterrence）3」であった。ただし、この時期の取り組

みは実際には抑止以前の「先制」や「予防」に重点が置かれた傾向があ

り、対テロ戦争を含む冷戦後の一時期、抑止概念への注目は相対的に低

下していたと言える。 

 ところが今日、抑止を巡る議論が再び活発になっている。これには少

なくとも三つの理由が存在する。第一に、今日の世界では大国間の戦略
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競争への関心が高まっているためである。中ロの台頭と現状変革的行為、

及び米国の相対的な優位性の低下がこうした関心を生み出している。第

二に、国際法上の「武力攻撃」未満の現状変革的行為、すなわち平時で

も有事でもない「グレーゾーン」事態への対応が懸念されたためである。

南シナ海やウクライナにおける中ロの挑戦が事態対応の必要性を喚起し

た。第三に、今日の戦争が伝統的な領域を越えて戦われるようになった

ためである。宇宙やサイバー等の新領域の重要性が強調され、領域間の

相乗効果による優勢獲得の試みが注目されている。 

 こうしたことから今日、世界で抑止概念への再注目が起こっている。

日本も例外ではない。日本は 1970年代以降「基盤的防衛力」構想を採用

し、冷戦終結後も長く踏襲してきたが、これは日本が「力の空白」とな

らないという最低限の意味で抑止を考慮するものに過ぎなかった。とこ

ろが 2010 年の防衛大綱では中国の海洋進出の動向を踏まえ、防衛力の

運用に着眼した「動的な抑止力」が強調されるようになった4。この変化

は日本が具体的脅威に対応した抑止力強化の路線に転換したという意味

で重要であった。2013年の現大綱でも抑止は「各種事態における実効的

な抑止及び対処」の枠組みで強調されている5。これらの変化を踏まえ、

本年（2018年）末に更なる防衛大綱改定を予定する現状を鑑みて、今日

改めて抑止概念を再検討することは、日本としても有意義であろう。 

 本稿の目的は、抑止概念の今日的な性質について検討を行うことであ

る。今日生じている抑止概念への再注目は、大国間の戦略競争への関心、

「武力攻撃」未満の現状変革的行為への懸念、戦争の新領域への注目と

いう三つの変化を背景としている。こうした変化が今後の抑止にもたら

す変革について、本稿では「複合的」「全段階的」「領域横断的」という

三つのキーワードを用いて検討を行う。「複合的」な抑止は、抑止に係る

当事者の力や動機の非対称性で抑止状況が多様化・複雑化することを示

す。「全段階的」な抑止は、あらゆる行為を抑止可能な単一の能力は存在

せず、各段階の挑戦にはそれぞれ異なる能力や手法で応じる必要性があ

ることを示す。そして「領域横断的」な抑止は、あらゆる領域で他者に
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対する優位を示すことはもはやできず、特定領域の優勢を他の領域の優

勢に結び付けることで非対称な優位を追求すべきことを示す。今日の世

界で求められるのは、「複合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑

止態勢の構築である、とするのが本稿の主張である。 

 以下、第一節ではまず抑止概念の理論的基礎について整理する。第二

節では今日の抑止概念への再注目を導いた三つの変化を取り上げて、そ

れらが今後の抑止概念にもたらす変革について議論する。第三節では、

「複合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑止のそれぞれの性質

について検討する。なお、筆者は 2016年 4月から 2018年 3月まで航空

自衛隊幹部学校の初代客員研究員として研究活動に当たる機会を得た。

本稿はその研究成果に該当する。ただし、文責は全て筆者個人にある6。 

 

１ 抑止概念の理論的基礎 

 まずは抑止概念の理論的基礎を整理する。抑止とは費用やリスクの観

点に基づいて特定行為を採らせないように相手を説得する行為やプロセ

ス、結果のことを指す。抑止の実現には本質的に重要な三つの要件が存

在する。すなわち、①相手が合理的であること、②抑止に足る能力＝抑

止力（deterrent）の裏付けがあること、③信頼性の高い意図や決意の伝達

があること、である。だが現実的にはこれらの充足は容易でなく、しば

しば抑止は破綻する7。 

 第一に、抑止は相手が合理的な存在であることが大前提である。だが

この要件を満たすことは実際には容易でない。そもそも人間は完全に合

理的ではなく、様々な思想又は認知のバイアスを抱える存在である8。危

機的状況ではそれらはストレスや集団思考等により一層増幅される9。戦

略文化の相違で彼我の合理性の認識が乖離する場合もある10。加えて国

家を単一合理的な存在と見なす姿勢は誤っている11。これらの理由から、

単純に相手を合理的と仮定して抑止を追求することは困難である。特に、

「相手も自分と同様に世界を見ているだろう」との思い込み（mirror 

imaging）で抑止を実現することは難しい12。 
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 第二に、抑止に足ると少なくとも相手が信じる能力＝抑止力の裏付け

が不可欠である。理屈上は能力を欠いてもなお抑止が効く可能性は存在

するが（ブラフ）、能力を欠けば基本的に抑止の信頼性は乏しい。しかし

抑止力の態様は一様ではない。核抑止において一般的な抑止力は、攻撃

者が予期する費用の増大を図る懲罰的抑止（deterrence by punishment）の

能力である。他方で通常戦力による抑止で一般的な抑止力は、攻撃者が

予期する目的達成の可能性を引き下げる拒否的抑止（deterrence by denial）

の能力である13。いずれの能力が抑止に相応しいかは、相手や状況に左右

され、一概には決まらない。抑止実現に相応しい能力の態様はその時々

の文脈に左右される。 

 第三に、信頼性の高い意図や決意の伝達が不可欠である。抑止の根本

は相手の説得にあり、如何なる侵害がある（又はない）場合に如何なる

対応でこれに応えるか（又は応えないか）を明確に伝達することが成否

の鍵を握る。しかしこれも簡単ではない。誤認や心理的バイアスが抑止

の実現を阻み、不信を増幅させてむしろ事態のエスカレーションを引き

起こす（スパイラル・モデル14）。防衛を意図した行為が相手に攻撃的と

受け止められ、予期せぬエスカレーションを導く可能性もある（安全保

障のジレンマ15）。更に、抑止を試みる当事者は交渉で有利な立場に立つ

ために、自身の能力や決意に関する情報を誤った形で相手に示す

（misrepresent）動機を有している16。抑止の実現には信頼性の高い意図

や決意の伝達が不可欠だが、それは容易でないのである。 

 ならば抑止の問題をどう克服すればよいか。理論的には次のような回

答が存在する。まず合理性については、純粋に非合理な相手の抑止は不

可能だとしても、様々な方法で問題を緩和することはできる。例えば、

如何なる相手の如何なる行為の抑止かを明確にする。相手がどのような

戦略文化と選好を持ち、如何なる組織で構成され、挑戦行為の意図は何

かを把握する。そして認知上のバイアスが相手の判断を歪める可能性を

最小化する。具体的には、明晰な伝達を行う、判断の時間を与える、意

思決定の中枢に接点を持つ等が考えられる。 
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 能力面で必要なのは全ての挑戦に対する抑止力である。ただし、あら

ゆる相手のあらゆる行為を抑止可能な単一の能力は存在しない（no “one 

size fits all” for deterrence）。そのため、特定相手の特定行為に応じたテー

ラーメイド型の抑止力が必要になる。例えば、核兵器（懲罰的抑止力）

のみであらゆる挑戦を抑止することはできない。軽微な挑戦への過剰報

復は抑止の信頼性を伴わないからである。通常戦力（拒否的抑止力）そ

の他の能力と組み合わせた抑止態勢が必要となる。抑止力は軍事に限ら

れる訳でもない。紛争領域が拡大した今日、真の抑止の取り組みは、外

交・情報・軍事・経済（DIME）等の国家の全ての能力を用いた「全国家

的アプローチ（whole-of-government approach）」を要請する。 

 尤も、能力があっても意図や決意を疑われれば抑止は機能しない。意

図や決意の伝達が信頼性の高い形で行われなくてはならない。理論的に

は、抑止の脅しは費用を伴うシグナリング（costly signaling）の形を採る

必要がある。これは、自身の脅しがブラフではないと示すため、そうで

ある場合には負担し得ない費用を伴う行為を取ることで、相手に意図や

決意を伝達する行為を指す17。例えば、同盟国の安全を保障する拡大抑止

（extended deterrence）の場合、同盟国に部隊や装備を事前展開すること

はその一例である。また、同盟関係を公式化し、義務履行しない場合の

事後の観客費用（audience cost）18を高めることもこれに含まれる。他に

も信頼性の高い抑止の脅しを行うための方法は数多くある。抑止に関す

る宣言政策（ declaration policy）の公表、抑止力の適時の誇示

（demonstration）、機能する連絡手段の確立等が挙げられよう。 

 なお、信頼性を問われるのは抑止の脅しばかりではない。相手が説得

に応じて特定行為を回避する場合、その状況を利用して相手の立場を損

なわないという「安心供与（reassurance）19」の伝達にも信頼性が求めら

れる。この伝達の信頼性を欠けば、たとえ抑止の脅しに信頼性があって

も、相手は行為の回避が対抗措置への直面よりも悪い状況を生むと考え、

抑止は破綻しかねない。そのため、相手が説得に応じるならば、当方と

しても一線を越えないとする誓約が必要となる。これには本質的な規範
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形成の試みを含んでおり、例えば信頼醸成や軍縮・軍備管理、行動規範

の策定、国際法やルールの制定・遵守等が該当する。ただし、安心供与

は相手が現状変革者である場合には有効性を欠く傾向にある。 

 まとめれば、抑止の実現には三つの要件を満たす必要がある。まず、

相手が合理的な存在であること。次に、能力=抑止力の裏付けがあること。

最後に、意図や決意の伝達が信頼性の高い形で行われること。だがこれ

らの要件を充足することは難しい。結果として抑止はしばしば破綻する。

抑止の実現には本質的に繊細さが必要であることを理解する必要がある。 

 

２ 抑止概念への再注目と今後の変革 

 本節では今日、なぜ抑止概念への再注目が生じているのかを、三つの

変化を取り上げて言及する。その上で、これらの変化が今後の抑止概念

にもたらす変革について検討する。 

（１）大国間の戦略競争への関心 

 抑止概念への再注目が生じた第一の理由は、今日、再び大国間の戦略

競争への関心が高まっていることである。国際関係における抑止概念へ

の注目は核兵器の登場に起源を持つが、冷戦終結後は国際社会の主要な

関心が地域紛争やテロリズムへの対応に変化したことで一時的に関心が

低下していた。ところが 2000年代半ば以降に状況が変化した。米国一極

の時代が転機を迎え、中ロ等の新興国の台頭が注目された。加えて世界

金融恐慌の発生が米欧等の先進民主主義諸国の指導力低下を印象付けた。

そのため中ロはこの変化を影響力拡大の戦略的機会と捉え、既存国際秩

序に積極的に挑戦するようになった。 

 すなわち 2008 年のロシアによるジョージア侵攻、翌年の中国の外交

方針の転換20を契機に、中ロの現状変革的行為が目立つようになった。ロ

シアは 2014 年にウクライナ紛争に干渉し、クリミア半島を併合してウ

クライナ東部を不安定化させた。翌年にはシリア内戦に介入し、2016年

にはサイバー及び情報工作を用いて米大統領選挙に干渉した。中国は

2010 年以降に高圧的な海洋進出の傾向を強め、2012 年には尖閣諸島の
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領有権を巡り日本と先鋭に対立し、フィリピンからスカボロー礁を奪取

した。また、南シナ海で米艦の「航行の自由」を脅かした。2014年以降

はスプラトリー諸島で人工島の造成に着手し、これを違法認定した常設

仲裁裁判所判決21を無視して施設の軍事化を進めた。 

 こうした中ロの姿勢変化と現状変革的な挑戦を受けて、米国のオバマ

政権は当初は「リセット」や「戦略的再保証（後に新型大国間関係）」等

の宥和姿勢で応じたものの、後により強硬な姿勢に転じた。そしてトラ

ンプ政権における『国家安全保障戦略』及び『国家防衛戦略』でこの転

換は決定的となった。両文書は中ロを現状変革勢力と明示し、彼らとの

「長期的な戦略競争」で米国の優位を目指す方針を明確にしたからであ

る22。こうした脅威認識の変化は米国のみならず同盟国にも共有された。

すなわち欧州諸国はロシアへの警戒心を強め、日本を含むインド太平洋

諸国は中国への牽制姿勢を強化した。今日生じている抑止概念への再注

目は、こうした大国間の戦略競争への関心と切り離せない。 

（２）「武力攻撃」未満の現状変革的行為への懸念 

 抑止概念への再注目が生じた第二の理由は、国際法上の「武力攻撃」

未満の現状変革的行為への懸念が深まったことである。国際法上、自衛

権行使の正統化（ひいては同盟の集団防衛条項の発動）には他国からの

「武力攻撃」の認定が必要となるが、近年の中ロは事態を「武力攻撃」

未満に留めたままで漸進的に現状変革を行う姿勢を強めてきた。 

例えば海洋における中国の挑戦は、海上法執行機関（中国海警）や海

上民兵等を活用する形で行われた。尖閣諸島周辺の領海・接続水域侵入

や、スカボロー礁奪取等の行為は、公船を活用して現状変革を図るもの

であった。中国はまた、経済的手段を強制の道具とする姿勢を示した。

日本に対するレアアース禁輸、フィリピンに対するバナナ輸入規制、韓

国に対するTHAAD配備を理由とした経済ハラスメント等は経済的打撃

を梃子にして相手に譲歩を迫るものであった。中国はこうした「武力攻

撃」未満の挑戦を行うことで事態を「武力攻撃」以上の段階に引き上げ

ることなく、現状変革を図ることを意図してきた。 
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 ロシアも「武力攻撃」未満の現状変革的行為を活用した。2007年のエ

ストニアへのサイバー攻撃でロシアは攻撃主体を「愛国的ハッカー」に

偽装して事態のエスカレーションを避けた。2014年のウクライナ紛争で

もロシアは「リトル・グリーン・メン」と呼ばれる準軍事的な武装集団

を投入し、政府の関与を偽装した23。2016年の米大統領選への介入でも、

非国家主体を活用して米国の分断を煽る情報工作を展開し、公には関与

を否定した24。 

ロシアはこうした挑戦を正規軍による「武力攻撃」以上の挑戦と組み

合わせて実施する傾向があり、ために「ハイブリッド戦争（hybrid warfare）」

と呼ばれることが多い25。とはいえ、「武力行使」未満の挑戦を活用して

エスカレーションを管理しつつ、漸進的に現状変革を図る姿勢は中国と

共通する。こうした挑戦は、相手の決意の下限を探る意味で「探索

（probing）」や「サラミ戦術（salami tactics）」等とも呼ばれるが、いずれ

も伝統的な軍事力で対応することが困難であり、さりとて見過ごせば現

状変革を座視するリスクを伴うため、挑戦を受ける側に新たな抑止手段

の検討を求めるものであった。 

（３）戦争の新領域への注目 

 抑止概念への再注目の最後の理由は、今日の戦争が伝統的な領域を越

えた次元で戦われるようになってきたことである。かつて陸海空の三領

域で戦われた戦争は今日より幅広い領域へと拡張されている。宇宙空間

とサイバー空間への拡張が典型例であるが、更に情報・心理的な領域に

おける闘争を「政治戦（political warfare）26」や「人間領域（human domain）
27」の戦い等として概念化する試みも為されている。こうした変化の背景

には、科学技術の発達によって軍の活動が宇宙空間やサイバー空間等の

非伝統的な領域へのアクセスに依存する傾向になったことが大きく、ま

た戦争の概念自体が変わり、およそ人間活動のあらゆる側面を紛争や競

争の観点から捉える見方が生じてきたことが背景にある。 

 例えば、宇宙空間の重要性は冷戦時代から根本的には変化していない。

しかし、冷戦時代の宇宙の軍拡競争は限定的で、宇宙空間へのアクセス
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に重大な支障は生じなかった。だが「第二の宇宙時代28」とも呼ばれる今

日、状況は全く異なる。米ロ以外の多くの国が衛星を保有し、商業衛星

の数も増えた。情報通信技術（ICT）の発展であらゆる軍事活動の宇宙空

間への依存が高まり、それと共に対衛星兵器の発達で宇宙空間へのアク

セスが阻害される可能性が高まっている。宇宙がより多様で攪乱的なも

のに変化しているのが今日の状況であって、これに伴って必然的に宇宙

での抑止をどう実現するかが課題となっている29。 

 サイバー空間に関しても同様である。ICT の発達はあらゆる面で軍事

作戦がネットワークに依存する状況を生み出した。このことが「ネット

ワーク中心戦」の発達を導いたことは軍事史上の重要な変革であった30。

しかし、同時にネットワークの脆弱性を突いてその利用可能性や整合性

を損なうサイバー侵入・攻撃の脅威が顕在化しており、これが今日にお

ける軍事活動の主要な脆弱性として認識されている。更にサイバー攻撃

の脅威は重要インフラの機能停止を通じて社会に広範な被害を与えるも

のであり、今や国家規模の脅威としても認識されるようになった。その

ためサイバー空間における抑止の実現が模索されている31。 

 情報・心理領域における挑戦への対応も注目されてきた。グローバル

な相互依存と技術発展を受けて社会が多様化・複雑化した今日、戦争は

あらゆる手段を用いて超限的32に戦われる傾向が強くなっている。こう

した中で特に情報・心理の操作を通じて相手に対する優位の獲得を狙う

行為が顕在化しており、例えば中国による「三戦（輿論戦・心理戦・法

律戦）」の試みや、ロシアによる他国への工作活動等がそれに当たる。こ

れを紛争の新たな領域として位置づける試みはまだ道半ばであるが、既

存領域を越えた情報・心理面における抑止の必要性が意識されてきたこ

とは確かである。 

（４）今後の抑止概念にもたらす変革 

 以上のような変化が今後の抑止概念にどのような変革をもたらすのだ

ろうか。以下の三点を指摘できる。 

まず、大国間の戦略競争への再注目は、ポスト冷戦期に中心的だった、
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ならず者国家や非国家主体の抑止から中ロ等の大国の抑止へと関心が変

化することを意味する。ただし、後者への関心はかつて冷戦期にも存在

しており、変化というよりは回帰という表現が妥当であろう。他方、な

らず者国家や非国家主体の抑止の重要性が消滅した訳ではなく、今後は

より「複合的」な抑止の取り組みが課題となる。具体的には、「大国の挑

戦行為を抑止する」のみならず、「大国との戦略競争の文脈でならず者国

家の抑止を考える」や「大国が背後で関与する非国家主体の抑止を考え

る」等が想定される。今日的な大国間競争の枠組みの中で「複合的」な

抑止の位置づけを考える必要がある。 

次に、国際法上の「武力攻撃」未満の現状変革的行為に対する懸念は、

「武力攻撃」以上の事態への対応に偏りがちだった抑止の議論に深みを

与えた。「武力攻撃」未満の挑戦であっても現状変革が為される懸念が高

まり、この段階の挑戦阻止を抑止の議論に取り込んでいく努力がなされ

た33。しかし同時に、「武力攻撃」未満の挑戦への対応は「武力攻撃」以

上の挑戦への対応と切り離せないことも事実である。なぜなら、もし「武

力攻撃」以上の抑止の信頼性が損なわれれば、事態は容易に「武力攻撃」

以上の段階にエスカレートするからである。他方で、「武力攻撃」以上の

抑止が機能していることが、むしろ「武力攻撃」未満の挑戦を引き起こ

す可能性も考えられる（安定性と不安定性のパラドックス34）。このため、

今後は複数の異なる段階の抑止を一体的な抑止の枠組みに統合すべきと

考えられる。あらゆる段階を念頭においた「全段階的（full spectrum）」な

抑止が不可欠となる。 

 最後に、伝統的な領域を越えた戦争次元への注目も抑止概念の拡張に

重要な役割を果たす。今日の戦争は陸海空のみで戦うことはもはや不可

能であり、宇宙やサイバー、情報・心理のような新領域での優勢獲得（少

なくとも敵の優勢獲得の阻止）が決定的に重視される。こうした中で今

日の戦争に勝利する鍵は、特定領域の優勢を他領域の優勢に結び付ける

「領域横断的（cross-domain）」な連携（synergy）であると指摘されてい

る35。とりわけ米国一極の構図が崩れ、力の移行と拡散が進むとされる今



エア・パワー研究（第５号） 

58 

 

日、あらゆる領域で他者に対して優位を示すことはもはや困難と見てよ

い。その中で抑止の有効性を維持するためには特定領域の優勢を活用し、

その他の領域の優勢へと結び付けることで非対称な（asymmetric）優位を

追求するしかない。今後の抑止は「他者に対する全領域的な優勢はない」

ことを前提に、複数領域を跨る形での優勢の追求が強調されると考えら

れる。 

以上をまとめれば、今日、求められているのは「複合的」で「全段階

的」かつ「領域横断的」な抑止態勢の構築ということになる。 

 

３ 「複合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑止概念 

 前節では「複合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑止態勢の

構築が今日求められていることを指摘した。本節ではそれぞれの性質に

ついて検討する。 

（１）「複合的（complex）」な抑止 

 21世紀の今日では抑止に係る主体の多様化、その力関係の複雑化、動

機の不透明性等の構造的特徴から、抑止が「複合的」になったとの指摘

が従来から行われてきた。例えば、T・ポール（T. V. Paul）は 2009年に

「複合的抑止（complex deterrence）」を「既存の抑止理論の教訓に沿って

信頼性の高い抑止の脅しを行うことを困難にする、主体の性質や種類、

それらの力関係、それらの動機の不透明に関わる国際システムの流動的

な構造要素によって引き起こされる曖昧な抑止関係」と定義した上で、

抑止関係の理念系として、①大国間の抑止、②新規核保有国間の抑止、

③核保有国と核以外の大量破壊兵器保有国間の抑止、④核保有国と非国

家主体間の抑止、⑤（国際機関のような）集合的主体による抑止、の五

つを例示した36。近年の安全保障の関心が再び大国間の戦略競争に回帰

していることを踏まえても、なお今日の抑止状況が多様かつ複雑である

ことは否定できない。 

 そこで今日求められる抑止態勢としても、こうした抑止の「複合的」

な状況に引き続き対応していくことが求められる。その本質的課題は、
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抑止に係る当事者間の力や動機の非対称性に伴う問題を如何に克服する

かであろう。こうした抑止の非対称的状況には様々な形が考えられる。

最も顕著な形では、拡張主義を強める中ロ等の大国とその周辺国の抑止

（及び拡大抑止）関係が挙げられる。両者の間には一般的に大きな力の

非対称性が存在するため、周辺国が独自に抑止を行うことは難しい。そ

のため基本的には域外国（典型的には米国）による拡大抑止が前提とな

る。しかし周辺国と域外国では抑止破綻時の紛争介入の動機に非対称性

があり、拡大抑止の信頼性に対する懸念、すなわち「デカップリング（de-

coupling）」の問題を生じやすい。そこで、拡張行為を取る現状変革的な

大国の抑止においては、周辺国が如何に挑戦者との非対称な力関係を埋

める努力を行うか（基本抑止）、また周辺国と域外国が如何に抑止に係る

動機の非対称性を解消できるか（拡大抑止）が課題となる。 

 別の形では、核を含めた大量破壊兵器を開発・保有する、ならず者国

家をその周辺国や域外国が如何に抑止するかという問題がある。イラン

や北朝鮮のような国家は、核を含めた大量破壊兵器の開発・配備で戦略

的な抑止を追求し、域外国の干渉を排除しつつ、周辺国への非対称な挑

戦行為を志向すると考えられている。もし両国が今後、核を含めた大量

破壊兵器による戦略抑止に自信を深めれば、「安定性・不安定性のパラド

ックス」の構図で、周辺国に対する非対称な挑戦行為がますます活発化

する状況が懸念される。こうしたならず者国家による挑戦をどう抑止す

るかは、今後も引き続き重要な課題である。 

 非国家主体の抑止という課題も重要性を帯びている。技術拡散で個人

や集団がますますエンパワーされる今日、テロリスト、組織犯罪集団、

サイバー空間における挑戦勢力37等の非国家主体の挑戦が深刻化してい

る。通常、非国家主体の挑戦は国家主体の挑戦よりも相対的に烈度が低

く、ために抑止ではなく防衛（又は衛生）に重点が置かれることが多い。

ただし、注意しなければならないのは国家主体が表面上、非国家主体に

偽装して挑戦を行う場合があることである。例えば今日では国家主体が

非国家主体に偽装してサイバー攻撃を行うことが懸念されている。サイ
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バー空間では攻撃者の特定が困難であるという帰属（attribution）の問題

があり、国家が非国家主体の影に隠れて他国に挑戦行為を行うことが容

易だからである。こうした懸念は 2007年のエストニア事案や 2016年の

米大統領選への干渉事案等で既に顕在化しており、今後ますます深刻な

課題となろう。 

 以上のように、今日の世界では拡張主義的な大国と周辺国の間の抑止、

大量破壊兵器を保有するならず者国家の抑止、非国家主体の抑止等の非

対称な抑止関係が重要性を増している。その上、ただでさえ複雑な抑止

状況を改めて近年の大国間競争の枠組みで位置づけ直す必要も生じてい

る。今後は、複数の抑止状況に同時に直面する機会が増えると共に、表

面上ならず者国家や非国家主体への抑止であっても、本質的には大国間

抑止の一部と認識される状況が増えるだろう。抑止態勢はこうした「複

合的」状況に対応する必要性がある。 

（２）「全段階的（full spectrum）」な抑止 

 かつて米国は、あらゆる行為を抑止可能な単一の能力は存在しない、

という限界に直面した。1950年代の米国はソ連に対して欧州の通常戦力

で劣ったため、核戦力で補完する「大量報復戦略」を打ち出した。しか

しこの戦略には大きな問題があった。低い段階の挑戦に核の大量報復で

応じればあらゆる衝突が全面核戦争に発展する。そうした抑止戦略は抑

止の信頼性を欠いていた。このため、その後の米国は通常戦力による対

応を重視した「柔軟反応戦略」へと転換していくことになるのである。 

 このことは、核兵器ですら全ての挑戦を抑止できないことを示してい

る。挑戦には数多くの段階（rungs）が存在しており、各段階の挑戦には

それぞれ異なる能力や手法で応じなければ抑止の信頼性を維持すること

はできない。かつて米ソ間のエスカレーションを研究した H・カーン

（Herman Kahn）は 44段ものラダー（ladder）の存在を指摘した38。これ

は核兵器の使用後ですら 24 段ものラダーが存在するという特筆すべき

指摘を伴った。今日、熱核戦争の脅威はかつてと比べて低下したが、代

わりに通常戦争や「武力攻撃」未満の挑戦の態様が多様化している39。そ
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れに伴ってエスカレーションのラダーも変化している。本稿ではラダー

の厳密な検討を行うことはできないが、紛争の大きな段階について言及

することはできる。カーンは 44 段のラダーを７つの単位に再整理した

が、これに対応するものとして、本稿では「核戦争」「地域紛争」「局所

紛争」「グレーゾーン」「平時」の五段階を今日の紛争エスカレーション

段階として想定する40。下記では「平時」を除く四つの段階につき、各々

の挑戦の性質とあるべき抑止対応について考える。 

 まず、最も高い紛争段階である「核戦争」（又は核兵器の使用）を抑止

する試みは、抑止の根本的な基礎である。今日、核兵器の存在はなお国

家間の基本的な戦略安定に影響を及ぼしている。国家は核戦争の可能性

を意識するからこそ、紛争がたとえ発生しても過度なエスカレーション

を避ける強い動機を持つ。このことは冷戦時代と同様に、今日でも全面

核戦争を回避する「限定戦争（limited war）」の思考が有効であることを

意味する。核抑止の信頼性を保ち、核戦争に至るエスカレーションを阻

止し、紛争を防げないにしても適度な段階に留めることは、抑止の本質

的な目的の一つである。 

 ただし、核兵器の役割を挑戦者の核使用を抑止することのみと位置付

けることは問題がある。核兵器には核兵器以外の攻撃（生物・化学兵器

や通常兵器による攻撃）を抑止する役割もあるからである41。非核の攻撃

を抑止する役割が核兵器に存在する以上、核戦争に至るエスカレーショ

ンの阻止を絶対的な目的とすることはできない。なぜならば相手よりも

先に当方が核兵器を先行使用（first use）せざるを得ない状況が想定され

るためである。如何なる非核攻撃に対して核反撃を行うかは状況次第だ

が、信頼性の高い抑止のためには自ら事態を「核戦争」段階にエスカレ

ートさせる選択肢が必要になる。この意味において、核兵器の「先行不

使用（no first use）」宣言は問題が大きい。 

 同様に、核恫喝を行う挑戦者との間で戦略安定（strategic stability）42を

過剰に追及することにも問題がある。とりわけ、核攻撃に対する脆弱性

を相互に承認することで「核戦争」段階へのエスカレーションを避けよ
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うとする措置は、「安定性・不安定性のパラドックス」の影響で「核戦争」

未満の抑止破綻を導く可能性がある。拡大抑止の文脈でも、このような

措置は、挑戦者の挑戦を受ける周辺国と、これに拡大抑止を提供する域

外国との間で「デカップリング」の問題を引き起こす恐れがある。なぜ

ならば、域外国は挑戦者と周辺国の紛争に介入することで自国が挑戦者

の核攻撃に晒される可能性を懸念するからであり、結果として紛争介入

に躊躇して周辺国が「見捨てられる」結果となりかねないからである。

こうした事態を避けるためには、たとえ自国が核攻撃に晒されようと紛

争介入を躊躇しないという「核エスカレーション優位」の思考が域外国

に必要となる。抑止のためにあえて核段階へのエスカレーションを躊躇

しない決意が求められるのである。 

 「核戦争」段階の抑止で重要なのは、核抑止が単に核戦争の抑止を意

味するのみならず、それ以下の全ての紛争段階に長い「影（shadow）」を

落すことを理解することである。核戦争を阻止するために核抑止は不可

欠であるが、核段階における戦略安定はそれ以下の抑止破綻を招き得る。

そして核段階以下の抑止破綻を阻止するためには、核段階以上への紛争

エスカレーションを甘受する思考が求められる。今日、核抑止はその重

要性にも係らず相対的に関心が低下している傾向があるが、抑止にとっ

て引き続き最重要の分野である。 

 次に、通常戦力による紛争段階は、国家間の核抑止が機能している状

態（又は少なくとも片方の当事者が核兵器を持たない状態）で通常戦力

による限定戦争が生起する状況と定義できる。これは規模及び烈度によ

って「地域紛争」と「局所紛争」の二つに大別できる。このうち、「地域

紛争」とは現状変革を意図する国家の挑戦行為により、域外国（特に米
、、、、、、、

国）の関与を伴う形で
、、、、、、、、、、

、地域大に渡る広範な紛争が生起する状況を指す。

例えばロシアが中東欧のNATO諸国に武力攻撃し、NATOが集団防衛条

項を発動して米国が紛争に関与する状況や、中国が朝鮮半島・台湾海峡

又は南シナ海等で周辺国（ないしは地域）に武力攻撃を行い、米国が関



「複合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑止（福田潤一） 

 

63 

 

与する状況等が想定される。こうした紛争は基本的に烈度の高い通常戦

争の形を採り、大規模・広域・かつ長期に渡る可能性がある。抑止の観

点から特にこの種の紛争で重要なのは、挑戦者が保有する接近阻止・領

域拒否（A2/AD）能力への対応である。なぜならば挑戦者はA2/AD能力

を駆使して域外国の来援を阻止又は遅延させ、その隙に現状変革を図る

ことを企図するからであり、地域の周辺国や来援する域外国にとって、

この A2/AD 能力を如何に打破するかが抑止の重要な課題と考えられる

からである。 

 A2/AD能力への対応はこれまで多くの検討が為されてきた。最も重要

なのは戦略予算評価研究所（CSBA）が 2010年に公表した作戦構想とし

ての「エアシーバトル構想（ASBC: AirSea Battle Concept）43」である。同

構想はA2/AD能力の脅威に対して「緒戦の打撃を耐え」「相手の戦闘ネ

ットワークへの目潰し（blinding）を行い」「相手の長距離打撃システム

に対する制圧作戦を実施する」という処方箋を提示しており、このため

に必要な能力として「持続的な攻撃に耐える能力」「相手のネットワーク

を攪乱・破壊・打破する能力」「相手のA2/AD拠点を無力化する戦力投

射能力」「封鎖作戦を実行するための海洋阻止能力」を指摘している。こ

の構想については当初、批判もあったが44、最終的には米国防総省の公式

な検討対象として採用され、構想の本質として「ネットワーク化され、

統合軍化され、敵対者を攪乱・破壊・打破するために深部を攻撃する

（NIA/D3）45」ものとする理解が定着している46。ASBCはその後、海軍・

空軍のみならず全軍的な取り組みとして「グローバル・コモンズにおけ

るアクセスと機動のための統合構想（JAM-GC）」と名称変更されたが47、

A2/AD能力の打破を意図する本質には変化がない。 

 「地域紛争」の抑止においては、現状変革者の挑戦を受ける周辺国と

紛争時に来援する域外国の双方が ASBC/JAM-GC の提示する A2/AD 能

力打破の作戦構想と能力を備えることが肝要である。特に周辺国は「緒

戦の打撃に耐え」「相手の戦闘ネットワークへの目潰しを行う」ことで敵

の攻撃被害を軽減し、域外国の来援までの時間を稼ぐことが重要になる。
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そして域外国は「相手の長距離打撃システムに対する制圧作戦を実施す

る」ことでそのA2/AD能力の無力化を図り、現状変革の困難を相手に悟

らせると共に、海洋阻止能力等を用いて遠隔地での封鎖（distant blockade）

を実行し、多大な費用を相手に賦課して好ましい条件での戦争終結を企

図する必要がある。「地域紛争」の抑止では、上記のような形で拒否的及

び懲罰的（又は費用賦課的）な抑止実現を図ることが求められよう。 

 「地域紛争」とは区別される「局所紛争」については、現状変革者の

挑戦行為の規模や烈度が限定的なため、域外国
、、、

（特に米国）の関与を伴
、、、、、、、、、、、

わずに
、、、

、局所的な紛争が生起する状況と定義できる。これは国際法上の

「武力攻撃」以上の挑戦ではあるが、域外国の直接的な戦闘行為への介

入を伴わず、地域大への紛争拡大もない局所的な紛争と考えると捉えや

すい。例えば、NATO 加盟国でないコーカサスや中東欧諸国へのロシア

による限定武力攻撃や、東シナ海・南シナ海等における中国による周辺

国への限定武力攻撃で、周辺国の独力で事態対処がなされる状況等が想

定される。この段階の紛争状況は多様であり、域外国の介入を招くこと

なく紛争が短期・小規模かつ限定的に留まる場合もあろうし、事態が「地

域紛争」へとエスカレートする過程で一時的に「局所紛争」の形を採る

場合もあり得る。いずれにせよ「局所紛争」は相対的に規模や烈度が限

定的であり、域外国の直接的な介入がないことを前提に、周辺諸国によ

る独自対応が求められる紛争段階である。 

 抑止の観点から見れば「局所紛争」において重要なことは、現状変革

者の挑戦を受ける周辺国の拒否的抑止力を向上させることである。一般

的に挑戦者と周辺国の間には相応の国力格差が存在する。この意味で周

辺国が域外国の介入なしで独自対応するには困難があるが、他方で挑戦

者も過剰な武力行使が域外国の介入を招くリスクを踏まえ、これを誘発

しない程度の挑戦に留める動機を有する。具体的には、例えば域外国と

の同盟関係がない国家に対する攻撃、離島もしくは周辺地域等の域外国

の防衛誓約の曖昧な部分への攻撃、攻撃者の帰属が特定困難な宇宙やサ
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イバー空間等で実施する攻撃等が想定される。このため、挑戦の規模や

烈度の限定性に応じて、周辺国による一定の拒否的な独自対処は可能と

考えられる。 

 こうした性格を持つ「局所紛争」で周辺国に求められる能力としては、

陸海空その他の紛争領域において一定の間、拒否力に基づく優勢を維持

する（又は少なくとも相手に優勢を与えない）能力だと想定される。挑

戦者には域外国の介入に伴う紛争拡大の費用やリスクを恐れる動機があ

るため、その弱みを突いて挑戦者の目的達成を阻む能力を誇示し、挑戦

意欲を削ぐことが周辺国の主目的となる。具体的な取り組みは、「緒戦の

打撃に耐え」、「相手の戦闘ネットワークの目潰しを行う」等の点で、上

記の「地域紛争」への対応とさほど変わらない。更に可能であれば「相

手の打撃システムを無力化する」「奪われた領土を奪還する」等も含まれ

るが、本質的には周辺国の目的は早期の敗北を避けて挑戦者の紛争費用

を増大させ、相手の疲弊や域外国の来援等の「時間稼ぎ」を図ることで

あるため、抑止の試みもこれに対応した防勢的な（拒否的な）取り組み

が中心となると考えられる。 

 最後に「グレーゾーン」の紛争段階は、国際法上の「武力攻撃」未満

の現状変革的な挑戦行為全般を指す。この段階の挑戦には様々な形態が

存在するため、一概に議論することは困難である。代表例としては、準

軍事組織や法執行機関等による（海上・空中を含めた）ハラスメントや

侵害行為があり、度重なる弾道ミサイル実験や核実験、あるいは制裁迂

回行為等の国連安保理決議への違反行為も想定される。また国際ルール

に反した輸出入や投資・経済活動の規制等の経済的な強制措置も含まれ

るし、サイバー空間を活用した情報窃取や侵入・攻撃、あるいは情報又

は心理作戦の一環としての他国内政への干渉等も考えられる。このよう

に態様が多様であるため、「グレーゾーン」段階の挑戦に対する抑止に統

一的な処方箋は存在しない。だが、あえて本質的な特徴を挙げれば、以

下の二つである。 

 まず最も重要な特徴は、基本的な対応手段が非軍事的になることであ
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る。「武力攻撃」未満の対応でも軍事的手段に役割がない訳ではないが、

基本的には挑戦行為が非軍事的な形で行われることが多いため、エスカ

レーション回避の観点から軍事的対応が忌避される傾向にある。このた

め、挑戦段階に対応した非軍事的な対応措置が必要になる。ただし、如

何なる措置が求められるかは状況に左右される。例えば準軍事的組織や

法執行機関等による挑戦であればこれに対応する法執行機関等の能力拡

充が必要になるし、経済的な強制行為に対しては経済的打撃を緩和する

対抗措置が必要になる。サイバーや情報・心理面の挑戦に対しても、こ

れに対応する能力の強化が求められる。いずれにせよ「グレーゾーン」

段階の抑止では軍事のみならず、非軍事を含めた国家の総合力を活用す

る「全国家的アプローチ」が採用される可能性が高い。 

 加えて重要なのは、この段階の抑止では挑戦行為の完全な排除はそも

そも不可能と考えられることである。「武力攻撃」の閾値であれば国際法

上の明確な規定を有するが、「グレーゾーン」段階には「一線を越えた」

ことを示す明確な閾値（レッドライン）の共通了解が存在しない。その

結果、「抑止の破綻」はしばしば主観的になりがちであり、対抗措置の予

測も曖昧となる。このため、この段階の抑止は本質的に不確実なものに

なる。実際には「グレーゾーン」段階の抑止は、抑止と防衛を平行して

行うエスカレーション管理の様相を呈する。一定以下の挑戦を抑止不可

と見直して恒常的に「防衛」しつつ、それ以上のエスカレーションにつ

いては「抑止」を図る構図とならざるを得ない。 

 以上のように、抑止には複数のエスカレーション段階が存在しており、

それぞれが特有の対応を求める性質がある。このために「全段階的」な

抑止概念は、これら全てに対して適切な抑止対応を（状況次第では複数

事態に対して同時に）取り得る態勢を求める。その際に重要なのは、複

数のエスカレーション段階が相互に関連し合う性質を把握することであ

る。高い段階の抑止があっても低い段階の挑戦を防げるとは限らない。

むしろ低い段階の抑止破綻が誘発される恐れさえある。しかし低い段階

の抑止に囚われて高い段階の抑止を軽視することは誤りである。挑戦者
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の挑戦が低い段階に留まっているのは、高い段階の抑止が成立している

からこそである。全段階の抑止を同時に充実させることが肝要である。 

（３）「領域横断的（cross-domain）」な抑止 

 今日の戦争が伝統的領域を越えて戦われるようになった結果、二つの

重要性が指摘された。一つは宇宙・サイバー等の新領域で優勢を獲得す

る重要性である。今日の軍事作戦はあらゆる面で非伝統的な新領域に依

存している。このため、新領域での優勢獲得が抑止面でも重要性を増し

ている。もう一つは、特定領域の優勢を他領域の優勢に結び付ける「領

域横断的」な連携の重要性である。力の移行と拡散が進む今日、もはや

あらゆる領域で他者に優位を示すことはできない。この結果、ある領域

での劣勢を他領域の優勢で埋め合わせる非対称な対抗措置が強調される

ようになった。下記ではまず、新領域で優勢獲得を目指す取り組みに言

及する。その上で「領域横断的」な連携実現の課題を検討する。 

 宇宙空間へのアクセス維持は今日の軍事作戦で死活的に重要である。

指揮統制（C2）にせよ、情報収集・警戒監視・偵察（ISR）にせよ、位置

情報の測位（PNT）にせよ、宇宙空間へのアクセス喪失は軍事活動全般

の機能不全を惹起しかねない。このため、宇宙空間における優勢を維持

（少なくとも敵の優勢獲得を阻止）する能力を持つことは、今や抑止に

とって本質的な重要性を帯びている。ただし問題は、宇宙空間における

抑止が伝統的領域の抑止とは異なる性質を持つことである48。例えば宇

宙での活動では、状況把握（situation awareness）が不十分となりやすい。

攻撃の検知（detection）や帰属の特定が難しい上に、如何なる損害を受け

たかの「損害評価（damage assessment）」も困難である。しかも攻撃を遮

る自然物が存在せず、衛星の「防御（defense）」が難しい。これらの問題

はレーザーや電子・サイバー等の非動的（non-kinetic）な攻撃になると更

に深刻さを増す。加えて軌道上での攻撃が人命を直接脅かす可能性が低

いため、攻撃実行の閾値が低くなる問題もある。宇宙空間の行動規範が

未成熟なことも抑止の破綻を招きやすい。総じて、宇宙空間では抑止の

破綻が起こりやすく、エスカレーションが生じやすい。 
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 こうした性質を持つ宇宙空間での抑止強化のためには、宇宙という新

領域に対応した取り組みが必要である。まず重要なのは、軌道上の現象

を把握するための宇宙状況把握（SSA）強化の取り組みである。衛星や

地上レーダーを活用して監視を強化する態勢が想定されるが、この取り

組みを通じて攻撃の検知、攻撃者の特定、損害の評価を含む、迅速かつ

適切な対応に結び付けることが肝要である。次に求められるのは、攻撃

を受けた宇宙アセットの機能維持を目指すレジリエンス（resilience）強

化の取り組みである。攻撃による個々の衛星の損害は避け難いが、部分

が喪失しても他の手段で機能を補完・代替できればアセットとしての機

能は維持できる。このために必要なのは代替衛星を迅速に打ち上げる能

力、小型で損耗可能な衛星の多数配置で宇宙アセットを構築する能力、

更に宇宙空間以外で（例えば高高度UAV等の形で）宇宙アセットの機能

を一部代替できる能力等である。最後に、宇宙空間における攻撃能力の

保有が検討対象になる。宇宙での防衛は容易でないが、攻撃能力の保有

で相手の宇宙アセットを脆弱化できれば、反撃を恐れる相手の攻撃を抑

止できる可能性が高まる。宇宙という新領域では、以上のような取り組

みを通じた抑止の強化が可能である。 

 サイバー空間における抑止も宇宙における抑止と共通点がある。サイ

バー空間での脅威は大部分が日常的かつごく低い段階の挑戦であり、抑

止よりも防衛や衛生（hygiene）の思考で対応すべき性質がある。だが一

部の、特に国家主体による高い段階の侵入や攻撃に対しては抑止の思考

で臨まねばならない49。なぜならば、軍用ネットワークへのアクセス阻害

は軍事的敗北を意味しかねないし、社会の重要インフラへの攻撃は国家

の存立に直結する問題だからである。しかしサイバー空間にも抑止の上

で様々な問題がある50。例えば、サイバー空間には速度や距離の制限が存

在しない。攻撃側に地理的制約がなく、防御側は瞬時の分散対処を求め

られる。小さな行為で大きな影響が生じる弊害もある。単純な操作が巨

大な影響を引き起こす。参入障壁の低さも問題となる。相対的に廉価な

費用で攻撃可能なため、攻撃実行の閾値が低い。加えて、透明性の欠如



「複合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑止（福田潤一） 

 

69 

 

がある。攻撃に対する検知・帰属・損害評価等の問題はいずれも克服が

困難で、攻撃者は匿名性に隠れて攻撃できる。そして、行動規範の曖昧

さがある。正統な行動に関する共通了解が存在しない。これら全ての問

題が防衛に対する攻撃の優位という好ましくない状況を作り出す。サイ

バー空間では予防的又は先制的な行為の動機が大きく、抑止破綻やエス

カレーション拡大が起こりやすいのである。 

 サイバー空間における抑止の取り組みも、宇宙空間と同様に考えるこ

とができる。まず重要なのは、サイバー空間での攻撃状況を適時に把握

するためのサイバー状況把握（CSA）の強化である。ネットワークを常

に監視し、攻撃を即座に検知し、攻撃者の特定を行い、受けた損害を評

価できる態勢を整えることが、抑止面で重要となる。次に、攻撃を受け

てもシステムの機能喪失を起こさないレジリエンス強化が求められる。

検知した攻撃を分析し、その影響を緩和し、受けた被害を早期に復旧す

ることでシステムへの打撃を最小化することが主目的となる。レジリエ

ンスの能力誇示はサイバー空間における拒否的抑止力となる。そして攻

撃能力の保有がある。攻撃優位のサイバー空間ではサイバー攻勢（cyber 

offense）を重視した「積極防衛（active defense）」の思考が強調される51。

有事に至る以前から相手のネットワークに侵入し、その脆弱性を探るた

めのサイバー脆弱性利用（cyber exploitation）の取り組みも欠かせない。

サイバー空間の抑止は以上の手法で追及される。 

 宇宙・サイバー領域ほど注目されないが、情報・心理領域においても

抑止や優勢の考え方は重要である。そもそも、あらゆる領域で敵に勝る

状況把握能力を持ち、相手の偽装や欺瞞を見抜き、当方の意図や能力を

隠して相手を欺く「情報支配（information dominance）」を確立すること

は、古来より軍事作戦の基礎である52。心理面での優勢追及も重要であ

る。戦争の目的は相手の継戦意志を削ぐことであり、抑止の目的は挑戦

意欲を削ぐことである。心理的影響への配慮を欠いた対応措置は目的達

成に繋がらない。情報支配を確立し、心理面で相手の優位に立つことが

勝利や抑止の鍵となる。「武力攻撃」未満の「グレーゾーン」段階では情
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報・心理領域の取り組みは更に重要となる。敵対者は低費用かつ反撃を

受けにくい情報・心理工作を用いて他国内政や国際世論を操作しようと

する。社会の開放性を前提とする民主国家はこの種の挑戦に脆弱である。

このため、敵の情報操作を看破し、その心理工作を打倒する対抗措置が

必要となる。情報・心理領域の重要性は現代に特有という訳ではないが、

グローバル化や技術の発達で今日ますますその重要性が高まっている。 

 情報・心理領域の挑戦は他のあらゆる領域に跨る多様な性質を持ち、

抑止の取り組みも多岐に渡る。だが基本はやはり各領域の状況把握の能

力強化である。挑戦や工作の存在を把握出来なければ抑止や防衛は不可

能である。「武力攻撃」以上の軍事的挑戦に対抗すると共に、それ未満の

低い段階の工作活動にも対抗する必要がある。攻撃検知・攻撃者特定・

損害評価の各要素の重要性は他領域と共通する。敵の挑戦に対するレジ

リエンス強化の意義も変わらない。情報の阻害・改変・欺瞞等への対抗

措置を強化する必要がある。軍事と社会のネットワークを守り、当方の

心理的な動揺を防ぎ、嘘ニュースの拡散等による世論の操作に対抗する

必要がある。適切な情報伝達と心理的防御がレジリエンスの強化に貢献

する。最後に、当方からも情報・心理面の挑戦を相手に仕掛ける能力が

要る。情報操作と心理攻勢を通じて敵の自信を打ち砕き、その挑戦意欲

を削ぐあらゆる努力が求められる。情報・心理領域における抑止の対応

は未だ検討不十分な面もあるが、今後の取り組み強化が肝要である。 

 新領域での優勢獲得の取り組みについて言及したが、最後に、複数領

域を跨ぐ「領域横断的」な連携を実現するための課題について検討する。

今後の戦争では、あらゆる領域で優勢を獲得できるとは限らない。その

ためにある領域の劣勢を他領域の優勢で埋め合わせる「領域横断的」な

努力が求められる。例えば、伝統的な領域における劣勢を新領域の優勢

で補う努力が強調されよう。相手の土俵に付き合う対称的な抑止ではな

く、自らに有利な土俵で相手の弱点を突く非対称な抑止が重要となる。

実際、「領域横断的」な連携は、伝統的な領域の間でも軍種間の「統合」

という形で追及されてきた。これは領域間の相乗効果を通じた総合的な
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優勢獲得に一定の効果を発揮している。しかし、統合推進には課題も多

い。異なる文化や背景を持つ組織間の連携は基本的に難しい。作戦構想

の共有が困難で、能力的な連携が不足し、組織間の軋轢が協力を阻む要

因となる。伝統的な軍種間の連携でも難しいが、今後は更に新領域との

連携が求められる。加えて、抑止の「全国家的アプローチ」の下で非軍

事的組織との連携も必要になる。全国家的な規模での統合又は連携の推

進は極めて多くの課題を伴う。しかし、こうした課題の克服が今後の抑

止で重要になる。 

 「領域横断的」な連携、ないしは統合の推進に伴う課題をどう克服で

きるか。可能な限り単純化して、構想・能力・組織の三つの側面を取り

上げたい。まずは複数領域に跨る形で抑止状況に対応した「共通作戦図

（common operational picture）」を描くために、抑止戦略ないしは作戦構

想の共有を図ることが課題となる。既に取り上げたASBC/JAM-GCはこ

の取り組みの一環である。ひとまず伝統的な三領域に対応する軍種間で

共有を推進し、その先に新領域を含める取り組みが求められる。その上

で、軍以外の非軍事的な組織も含めて構想を共有できれば理想的である。

次に能力面では、異なる軍種・組織間の連携を促進するための能力構築

の取り組みが課題である。例としては、軍種・組織間の情報共有の促進

や、それを可能にする相互のネットワークの構築、共通の作戦構想に基

づく実践的な訓練・演習の反復等が挙げられる。最後に、組織面では、

連携強化のための組織の再編が求められる。統合軍（unified combatant 

command）組織及び統合軍司令部の創設、異なる軍種・組織間の連絡要

員（liaison）の拡充、省庁間協力の促進及び政府の外部の組織（地方自治

体や民間組織等）との連携強化等がこれに含まれる。宇宙・サイバー等

の新領域については、そもそも担当組織を立ち上げるところから課題と

なろう。「領域横断的」な連携の実現に向けた課題は多いが、抑止強化の

ために地道な取り組みが必要である。 
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結びに代えて 

 本稿では抑止概念の理論的基礎を整理すると共に、冷戦後の一時期、

下火になっていた抑止概念への注目が、三つの変化を背景として今日再

び高まっていることを指摘した。その変化とは、まず大国間の戦略競争

への関心であり、次に「武力攻撃」未満の現状変革的行為への懸念であ

り、そして戦争の新領域への注目であった。これらの変化を背景に、「複

合的」で「全段階的」かつ「領域横断的」な抑止態勢の構築が今日の世

界で求められていることについて言及した。 

 末尾で付言したいのは、今日の抑止は「複合的」「全段階的」「領域横

断的」という個々の要素を一体的に捉える必要性が増しているというこ

とである。個々の要素だけでも抑止は十分に複雑だが、実際の抑止状況

は更にこの三つを組み合わせる形となる。挑戦を行うのが拡張主義的大

国なのか、ならず者国家なのか、非国家主体なのかによって抑止の態様

は大きく変わる。だが同時にどの段階の挑戦なのか、「武力攻撃」未満な

のか以上なのか、以上だとすればどの程度の段階なのかも判断しなけれ

ばならない。のみならず、挑戦が行われる領域への注目も必要である。

それは伝統的領域なのか、それとも新領域なのか。どの領域の挑戦に如

何なる「領域横断的」な連携で応えるのか。三要素を組み合わせた抑止

の態様は極端に複雑化する。しかも、そうした複雑な抑止状況が同時に

複数生起する可能性さえある。今日の抑止態勢は、そうした複雑な抑止

状況に対応できる必要がある。 

 更に指摘したいのは、今後の日本の抑止態勢構築に対する本稿の議論

の含意である。本稿の議論は抑止の一般論であり、必ずしも日本を念頭

に置くものではない。しかし、議論の一部は今後の日本の取り組みの参

考になるかもしれない。例えば、核抑止／敵対者のA2/AD能力への対応

／限定的な島嶼防衛／グレーゾーン事態対応等は、これまで各々独立に

議論されてきた感がある。だが「全段階的」な抑止の思考に基づけば、

本来一体的に議論されるべきものである。また、抑止の新領域に関して、

従来の日本では宇宙・サイバー領域の重要性には注目してきたが、情報・
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心理領域の重要性が余り強調されてこなかった。しかし今後はますます

「情報支配」を通じて相手の心理に影響を与えることが抑止の上で重要

になる可能性がある。本稿の議論が今後の日本の抑止態勢構築に当たり、

有意義な知見を提供するものとなれば幸いである。 
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